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	 おわりに
 はじめに
「貨物引換証ヲ作リタルトキハ運送ニ関スル事項ハ運送人ト所持人トノ
間ニ於テハ貨物引換証ノ定ムル所ニ依ル」と規定する商法572条は，船荷
証券にも準用されており（商776条），同様の規定が倉庫証券についても存
在する（商602条・627条項参照。以下貨物引換証，倉庫証券および船荷
証券をまとめて「物品証券」という。）。商法572条等が規定する効力は，
一般に債権的効力と呼ばれ，主として空券および品違いの場合の取扱いが
議論されてきた。
物品証券の債権的効力についてかつては，物品証券の要因性を理由とし
てこれに「一応の証拠力（prima facie evidence）」しか認めず，文言性を
認めない見解)や運送賃等の軽微な事項についてのみそのような文言性を
認める見解)も有力であった。これらの見解によると，空券の場合には，
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) 大橋光雄「船荷証券の要因性」『船荷証券及船舶担保法の研究』281頁以下（有斐
閣，1941）参照。
証券は無効であるため，運送人等に物品返還義務はなく，また，品違いの
場合には，運送人等は実際に受け取った物品を返還すれば足りることとな
り)，これらの場合には，運送人等に不法行為責任が認められる余地があ
るとしても，物品証券の流通性が多少なりとも損なわれる。そのため，学
説の多くは，要因性の意味を証券に原因の記載を要するということと解し
たり（証券権利説))，あるいは物品証券に無因性を部分的に認める)な
どの理論構成により空券等の場合に文言性を認めようとしてきたが，近年
においては，空券等の場合に運送人等に対し文言性による無過失責任では
なく契約締結上の過失に基づく責任を負わせることを妥当と解する見解が
むしろ有力となっている)。
筆者は，以前に民法上の指図債権に関する抗弁制限について規定する民
法472条の意義について考察し，物品証券の債権的効力にも触れる論稿を
著したが	)，物品証券の債権的効力自体の考察としては不十分なものであ
った。他方，かつて「船荷証券に事実と異なる記載がされた場合には，運
送人は，その記載につき注意が尽されたことを証明しなければ，その記載
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) 松本烝治『商行為法』241頁以下（中央大学，第30版，1928）参照。
) 大橋・前掲注）284頁，松本・前掲注）242頁以下参照。
) 竹田省『商法の理論と解釈』459頁以下（有斐閣，1959），田中誠二『海商法詳論
増補第版』401頁（勁草書房，1985），大隅健一郎『商行為法』156頁以下（青林
書院，1957）参照。
) 鈴木竹雄・前田庸『手形法・小切手法（新版）』23頁（有斐閣，1992），藤原雄三
「貨物引換証の債権的効力」長谷川雄一教授還暦記念論文集『有因証券法の研究』
161頁以下（成文堂，1989），前田庸『手形法・小切手法』77頁（有斐閣，1999）参
照。平出慶道『商行為法（第版）』544頁（青林書院，1989）も，この見解に近い。
) 鴻常夫「倉庫証券の債権的効力」鈴木竹雄・大隅健一郎編『商法演習Ⅱ』84頁
（有斐閣，1960），落合誠一「物品証券不実記載発行者の損害賠償責任」『運送法の
課題と展開』255頁以下（弘文堂，1994），江頭憲治郎『商取引法（第版）』377頁
（弘文堂，2010）参照。
	) 拙著『有価証券と権利の結合法理』213頁以下（成文堂，2004）参照。本稿は，
この研究の「追完」というべきものである。
が事実と異なることをもつて善意の船荷証券所持人に対抗することができ
ない」と規定していた国際海上物品運送法条は，周知のように1992年に
「運送人は，船荷証券の記載が事実と異なることをもつて善意の船荷証券
所持人に対抗することができない」と改正されている
)。この改正につい
ては，立法論的疑問も呈されているが)，国際海上物品運送法上の船荷証
券（以下「国際船荷証券」という。）の債権的効力として一定範囲で運送
人の無過失責任を導く文言性ないし記載事項に関する抗弁制限が認められ
ることについては，異論の少ないところであろう。そして，国内法上の船
荷証券の文言証券性に関する商法の規定を国際海上物品運送法条に合わ
せて整備することも検討されているようであり10)，国際船荷証券の債権的
効力について考察しておく意義は，多少なりともあるように思われる。
最近では物品証券に関する法律関係に対して権利外観理論を適用する見
解が支持者を増やしつつあるが11)，物品証券に関する法律関係に対して権
利外観理論を適用するためには，これを設権証券と解することが前提とな
る12)。そこで，本稿においては，──以前の考察とかなりの部分で重複す
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) 国際海上物品運送法は，原則として船舶による物品運送で船積港または陸揚港が
本邦外にあるものについて適用されることから（同法条），国際船荷証券は，船
積港または陸揚港が本邦外にあるものについて発行され，国内法上の船荷証券は，
船積港および陸揚港が本邦内にあるものについて発行される。
) 江頭・前掲注）299頁注（10）参照。
10) 運送法制研究会第回資料頁（http: //www. shojihomu. or. jp/unsohosei/
shiryou6.pdf）参照。もっとも，国内海上物品運送において船荷証券は，ほとんど
利用されていない模様である（運送法研究会第回議事要旨頁（http://www.
shojihomu.or.jp/unsohosei/giji20120927.pdf）参照）。
11) 戸田修三ほか『総合判例研究叢書 商法（）』155頁〔小島孝〕（有斐閣，1958），
藤原・前掲注）152頁以下，田邊光政『商法総則・商行為法（第版）』292頁以
下（新世社，2006），新里慶一「船荷証券の債権的効力の再構成」中京46巻・
号123頁以下（2012），浅木愼一『手形法・小切手法入門（第版）』42頁以下（中
央経済社，2013）参照。
12) Zöllner, Wertpapierrecht, 14. Aufl. 1987, §6VIは，「権利外観理論は，ほぼ一般に
るが──物品証券に関する文言性と抗弁制限の関係およびその設権性につ
いて考察したうえで，国際海上物品運送法条の成立と改正の経緯を概観
し，国際船荷証券における抗弁制限に関する諸問題とその要因・無因性と
理論的相剋について考察したい。
 物品証券に関する文言性と抗弁制限の関係
有価証券に関する文言性と抗弁制限の関係について「ドイツの学説に於
ては，証券の文言的効力を抗弁制限から導き出すものが頻る多い」として
「卑見も，証券の文言的効力の根拠は，これを抗弁制限法則に求むべきで
あると信ずる」と述べつつも，「つきつめて考えれば，抗弁制限法則は，
文言的効力の存在を前提するに過ぎないのであって，この法則自体が文言
的効力を定めたものだとすることは正しくない。若しこの法則が即ち文言
的効力を定めたものだとすると，文言的効力を有する債権とは，債務者が
証券の記載に基づかざる人的抗弁を以て善意の取得者に対抗し得ざる証券
だといふことになり，文言的効力は取得者の善意なると悪意なるとにより，
有ったり無かったりすることになる。しかし，これでは，この効力を以て
証券そのものに付着する性質とすることとは相容れない」と述べる見解が
ある13)。この見解は，──必ずしも理解が容易ではないが──抗弁制限は
文言性の根拠になりうるが，善意者保護制度である抗弁制限と証券に付着
する文言性とは本質を異にすると解するものといえようか。
他方，自己の立場を「船荷証券の文言的効力の基礎を法定の抗弁制限に
求める立場」と規定しつつ，文言性を「証券そのものに付着する性質」と
解する上の見解について「手形の如き抽象的証券を基礎として有価証券一
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是認されている見解によると，権利が表章より以前に発生する有価証券（非設権的
有価証券）にも適用されない」といわれている。
13) 竹田・前掲注）485頁。平出・前掲注）540頁も，この見解を支持する。
般理論を導くことから生じた結論」にすぎないと批判したうえで，「船荷
証券等は本来，原因関係上の権利関係によって証券上の権利関係も命運を
共にすべき性質の証券であるのであるから，むしろ，善意の証券取得者に
対して抗弁が制限され，その結果として証券所持人は文言に従った権利を
行使しうることになるに過ぎないものと理解されるべきであり，その意味
では，船荷証券が，それにより権利の内容が決定されるという趣旨で文言
的効力を有するというのは，法定の抗弁制限の結果の，善意取得者に与え
られる効果の側面よりする表現」であると述べる見解がある14)。
上のつの見解は，文言性の捉え方については対立するが，文言性の理
論的な根拠ないし基礎を抗弁制限に求める点については一致する。これに
対し，最近，「抗弁制限は，船荷証券取引の安全・善意の船荷証券取得者
の信頼保護という目的のために設けられた776条・572条を適用したことに
よる効果を表現したものである」という理由から「（文言性の根拠を抗弁
制限に求める──筆者）抗弁制限説は，（文言性の──筆者）法理論的基
礎になりえない」と解する見解がある15)。
文言性が「証券そのものに付着する」性質だとしても，その証券の性質
自体が善意者に対してのみ及び，悪意者に対しては及ばないものとも解さ
れる。また，そもそも文言性が「証券そのものに付着する」ということは，
比喩にすぎない。そうだとすると，物品証券に関する限りにおいては，文
言性と記載事項に関する抗弁制限とは，本質的に同じものに関する異なる
表現と解してよいであろう。そして，同じものに関する一方の表現が他方
の表現の理論的根拠ないし基礎となりうると解することは，いかにも不自
然である。したがって，物品証券の債権的効力としての文言性と記載事項
に関する抗弁制限とは，互いに理論的な根拠ないし基礎となりうるもので
はないと考える。
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14) 谷川久「船荷証券記載の効力」法雑巻号63頁以下（1962）。
15) 新里・前掲注11）168頁。
 物品証券の設権性
（）設権性の意義
一般に設権証券とは，証券に表章される権利が発生するためにその証券
の作成等の証券的行為が必要な証券であり，手形を典型とし，非設権証券
とは，証券の発生前にすでに発生している権利を表章する証券であり，株
券を典型とするものと解されている16)。他方，有価証券はすべて設権証券
と理解することも可能だとする見解もあり，例えば「有価証券にあっては，
その所持人は，最初の受取人を含めて，発行者が証券を作成・発行したこ
とを主張・立証するだけで権利行使ができるということでもあるから，行
使される権利は証券の発行によって創られたと見ることもでき，有価証券
は全て設権証券であるという理解も成り立つ」といわれる17)。有価証券に
おける設権証券性の問題は，基本的には，証券の発行によってそれ以前に
存在する権利が同一性を保ちつつ変容するものと解するのが自然か，証券
の発行によってそれ以前に存在する権利とは同一性のない新たな権利が発
生するものと解するのが自然かという法律構成の自然性に関する問題とい
える。
ところで，手形については，特定の債務の支払のために作成された手形
がその債権者への交付前に流通に置かれて善意の所持人に対する権利外観
理論または創造説の適用による債務が発生した場合18)にも，その債権者は
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16) 平出慶道『手形法小切手法』頁（有斐閣，1992）参照。
17) 大塚龍児ほか『商法Ⅲ手形・小切手〔第版〕』295頁〔大塚龍児〕（有斐閣，
2011）。同旨，小橋一郎『手形法・小切手法』13頁（成文堂，1995），高窪利一『現
代手形・小切手法 三訂版』25頁，30頁❺（経済法令研究会，1997）。
18) 最判昭46・11・16民集25巻
号1173頁は，「手形の流通証券としての特質にかん
がみれば，流通におく意思で約束手形に振出人としての署名または記名押印をした
者は，たまたま右手形が盗難・紛失等のため，その者の意思によらずに流通におか
権利を失わないものと解される。このことは，手形の交付欠缺の場合に権
利外観理論等の適用によりそれ以前に存在する権利とは同一性のない新た
な権利が発生することを意味するであろう。そうだとすると，手形につい
ては，交付欠缺等の場合に限らず，正常な発行の場合においても，証券の
発行以前に存在する権利とは同一性のない新たな権利が発生する設権証券
と法律構成することが自然である。これに対し，株券については，交付欠
缺の場合に，株券の効力発生による株式の発生を認めつつ，本来の株主も
権利を失わないと解すること19)は不当なものと解されている20)。そうだと
すると，株券については，証券の発行によりそれ以前に存在する権利が同
一性を保ちつつ変容する非設権証券と法律構成することが自然である。
手形と株券について上のような相違が生ずる理由のひとつは，手形小切
手が排他性（ある権利が存在すると，それと相容れない内容の権利が同時
に成立しえないこと）のない純粋な金銭債権を表章するものであるのに対
し，株券が会社に対する割合的な支配権を含むという点で排他性がないと
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れた場合でも，連続した裏書のある右手形の所持人に対しては，悪意または重大な
過失によって同人がこれを取得したことを主張・立証しないかぎり，振出人として
の手形債務を負うものと解するのが相当である」と判示しているが，この判決がい
かなる手形理論によったものかは明らかでない。
19) このような見解として，松田二郎『株式会社法の理論』101頁以下（岩波書店，
1962）参照。Vgl. Hueck/Canaris, Recht der Wertpapier, 12. Aufl. 1986, §25 III 2b.
20) 竹内昭夫＝弥永真生『株式会社法講義』212頁以下（有斐閣，2001）は，「この説
（松田・前掲注19）101頁参照──筆者）は，株券の有因証券性・非設権証券性に反
する点で根本的におかしい。しかし，そのような基本的な問題に溯るまでもなく，
極く手近な実務上の問題として，例えば登記との関係を考えても甚だ妙なことにな
る。というのは，会社は，発行済株式総数の増加後週間内に登記変更をしなけれ
ばならないが……，盗まれた株券が善意取得されたために発行済株式数が増加した
旨の変更登記をどういう方法で申請するのか。一体，どういう証明書類を添付させ
て，株券の紛失とその善意取得の成立を証明させるつもりか（商登82条以下参照）。
会社は誰が何時善意取得しているか分からないのに，週間という登記期間をいつ
から起算するのか。起算日も決まらないのに登記懈怠の罰則……をかけうるのか。
登記ひとつを考えても，こういう説はたちまち破綻してしまうのである」と述べる。
はいい切れない株式を表章するものであるという点に求められると考える。
すなわち，債権を典型とする排他性がない権利を表章する有価証券につい
ては，証券の発行によりそれ以前に存在する権利を消滅させずにその権利
と同一内容の新たな権利の発生を認めることが理論上可能であり，証券の
流通性を高めるためにそのように解することが妥当な有価証券については，
設権証券として法律構成することが自然である。手形は，そのような有価
証券といえる。これに対し，株券のように排他性がある権利を表章する有
価証券については，仮に権利外観理論による権利の発生を認めれば，それ
以前に存在する権利を消滅させざるをえないことから，権利外観理論によ
る権利の発生を認めないか，権利外観理論による権利の発生にはそれによ
り消滅する権利を有する者の承諾を要すると解すべきものと考えられる。
もっとも，その承諾は，交付契約の締結という形でなされる必要はなく，
すでに証券作成前になされていると解しうる場合もあろうが，そのような
有価証券については，証券の発行以前に存在する権利が同一性を保ちつつ
変容する非設権証券として法律構成することが自然であろう21)。
（）物品証券の設権性
上述のように手形は設権証券，株券は非設権証券と法律構成することが
自然である。そして，通説によると，手形は設権・無因証券，株券は非設
権・要因（有因）証券と解されている。無因証券は，原因関係の存否，有
効無効の影響を受けないことから，設権証券としか解しようがなく，非設
権・無因証券という組合せの法律構成は，論理的に矛盾する。したがって，
国際船荷証券を無因証券と解する場合，それが設権証券であることは当然
の前提となる。これに対し，設権・要因証券という組合せの法律構成
は，──上述のように株券については妥当でないとしても──排他性のな
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21) 以上の点について，拙著・前掲注	）106頁以下参照。
い債権を表章する有価証券については論理的に矛盾するとはいえない22)。
したがって，物品証券を要因証券と解する場合にも，これを設権証券と解
する余地はある23)。そして，物品証券を設権証券と解する場合には，理論
的にその法律関係に対して権利外観理論を適用する可能性も出てこよう。
 国際海上物品運送法条の成立と改正の経緯
（）国際海上物品運送法条の成立の経緯
国際海上物品運送法は，1924年に署名された「船荷証券に関するある規
則の統一のための国際条約」（以下，「ヘーグ・ルール」という。）の批准
に伴って1957年に制定されたものである。
ヘーグ・ルールにおいて運送人等は，船荷証券に「（a）物品の識別のた
め必要な主要記号」，「（b）荷送人が書面で通告した包もしくは個品の数，
容積または重量」および「（c）外部から認められる物品の状態」という
事項を記載しなければならないものとされ（条項），「このような船荷
証券は，反証がない限り，（a），（b）および（c）の規定に従って当該
証券に記載されているとおりの物品を運送人が受け取ったことを推定する
証拠となる」ものとされる（条項）。このようにヘーグ・ルール条
項は，船荷証券に事項に関する「一応の証拠力」を認めるにすぎない
が，同項の審議において各国間に対立があり，その対立を緩和するため，
同項に関する解釈原則として「船主が不注意または過誤により留保を付さ
ずに実際に受領するよりも多くのものについて船荷証券を発行する場合，
船主は，誤っている船荷証券のすべての善意の有償所持人に対しその証券
のとおりの容積等につき絶対的に責任を負う」という点が議事録に書き留
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22) 大塚ほか・前掲注17）300頁以下〔大塚龍児〕参照。
23) 永井和之「船荷証券の有価証券としての特質」高窪利一先生還暦記念『現代企業
法の理論と実務』664頁，666頁（経済法令研究会，1993）参照。
められた24)。この解釈原則は，禁反言則に基づくものと考えられるが，
「各国法により違って解せられるおそれ」も指摘されている25)。ともあれ，
この解釈原則は，国際海上物品運送法条の立法および解釈に相当の影響
を与えることとなる。
1992年改正前国際海上物品運送法条は，「船荷証券に事実と異なる記
載がされた場合には，運送人は，その記載につき注意が尽されたことを証
明しなければ，その記載が事実と異なることをもつて善意の船荷証券所持
人に対抗することができない」と規定してヘーグ・ルールにおける事項
を超えて不実事項の記載を規制する。この点については，「わが国の新法
の制定に当っては，条約第条第項の定める事項以外の事項について
は，条約の拘束を受けないので，わが国内法で自由に定め得るところで，
これについては，商法第572条の準用を認めることもできないことではな
かった。しかし，そうすると，新法上の船荷証券の債権的効力は，その記
載事項によって，違った効力を有することとなり，複雑となると共に，船
荷証券の主要点の記載事項の方が，それ以外の部分の記載事項よりも効力
が薄弱になるということになるので，これは，均衡を失し奇妙なことにな
るから，新法では，新法上の船荷証券の債権的効力は，一律に第条のよ
うな効力を生ずることとした」という説明がなされている26)。
以上のような事情により，学説においては，1992年改正前国際海上物品
運送法条の解釈として国際船荷証券のすべての記載事項に「一応の証拠
力」があることを前提に禁反言則による対抗力の制限を認めたものと解す
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24) Documents and procès-verbaux of the sessions, Held from 17 tp 26 October 1922, in
Sturley, The Legislative History of the Carriage of Goods by Sea Act and the Travaux
Prèparatoires of the Hauge Rules, vol. 1, 1990, pp. 395 et 396.
25) 田中誠二「国際海上物品運送法による船荷証券の債権的効力についての考察」加
藤由作博士還暦記念『保険学論集』397頁（春秋社，1957）。
26) 田中・前掲注25）398頁。同旨，石井照久「国際船荷証券について」小町谷操三
先生古稀記念『商法学論集』497頁（有斐閣，1964）。
るのが一般であったが27)，「この規定によっては要因性及び文言性の問題
には直接的解決が与えられていない」として「文言証券性の面からその責
任につき緩和する立場を示している」と解する見解も主張されていた28)。
（）国際海上物品運送法条の改正の経緯
ヘーグ・ルールは，1968年議定書（以下，「ヴィスビー・ルール」とい
う。）により改正され（以下，ヴィスビー・ルールにより改正されたヘー
グ・ルールを「ヘーグ・ヴィスビー・ルール」という。），ヴィスビー・ル
ール条項は，流通証券の一般原則からヘーグ・ルール条項に「但
し，反対の証明は，船荷証券が誠実に行為する第三者に移転されていると
きは，許容されないものとする」という条項を付加した。この改正につい
ては，日本代表団の一員が「原案に示された修正は，わが国際海上物品運
送法第条の趣旨と全く同一のものであることから，わが国は，原案に賛
成の態度をもって会議に臨んだ」と述べ29)，「運送人が無過失のときは反
証を許す」と解したうえで「本条により国際海上物品運送法の改正は要し
ない」と述べていた30)。ヘーグ・ヴィスビー・ルールは，さらに1979年議
定書により改正され，わが国は，これを批准したことによりヴィスビー・
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27) 田中・前掲注25）389頁，戸田修三「無留保船荷証券と保障状の効力──解釈論
と政策論の紛淆に対する反省──」海法会誌復刊号15頁（1958），石井・前掲注
26）497頁，鈴木竹雄『新版商行為法・保険法・海商法全訂第版』150頁注（）
（弘文堂，1978）参照。
28) 谷川久「国際海上物品運送法について（四）」財経詳報107号13頁以下（1957）。
谷川久「国際海上物品運送法における船荷証券の債権的効力について」法時30巻

号18頁以下（1958）参照。山戸嘉一『国際海上物品運送法』139頁（海文堂，1958）
も，「船荷証券の要因性乃至文言性の問題は，殆ど，新法上の解決を見ることが出
来なかったといわざるをない」と述べる。
29) 谷川久「船荷証券条約及び海難救助条約の改正──第12回海事法外交会議報
告──」海法会誌復刊13号30頁（1968）。
30) 谷川・前掲注29）31頁。
ルールの批准の効力を受けることとなった（1979年議定書条項参照）。
上のようにヴィスビー・ルールが制定された当時は，ヘーグ・ヴィスビ
ー・ルール条項による国際海上物品運送法条の改正を要しないとい
う見解があったが，法制審議会商法部会国際海上物品運送法小委員会にお
いては，改正を前提に議論が行われ，「運送人は，過失の有無を問わず，
船荷証券の記載事項のいかんにかかわらず，その記載が事実と異なること
をもって善意の船荷証券所持人に対抗できないものとする──甲案」，「運
送人は，船荷証券の記載事項のうち，運送品の容積若しくは重量又は包若
しくは個品の数及び運送品の記号並びに外部から認められる運送人の状態
（第	条第項第号及び第号）については，過失の有無を問わず，そ
の記載が事実と異なることをもって善意の船荷証券所持人に対抗すること
ができないものとし，その余の記載事項の効力については，現行どおりと
する──乙案」および「運送人は，船荷証券の船荷証券の記載事項のうち，
運送品の容積若しくは重量又は包若しくは個品の数及び運送品の記号並び
に外部から認められる運送人の状態（第	条第項第号及び第号）に
ついては，過失の有無を問わず，その記載が事実と異なることをもって善
意の船荷証券所持人に対抗することができないものとし，その余の記載事
項については，規定を設けないものとする──丙案」の案が激しく対立
した模様である31)。そして，案のうち，結果的に甲案が採用され，国際
海上物品運送法条は，「運送人は，船荷証券の記載が事実と異なること
をもつて善意の船荷証券所持人に対抗することができない」と改正される
に至ったが，甲案が採用された理由については，「改定議定書で，運送人
の過失の有無を問わず決定的証拠力を認めたのは，そうしないと流通証券
たる船荷証券の流通性が害されるためであり，これは記載事項の如何を問
わずあてはまること，運送品の種類の記載に関して実務上の支障が出るの
52
31) 鴻常夫「国際海上物品運送法の改正について」海法会誌復刊36号頁（1994）。
ではないかとの指摘に対しては運送人は国際海上物品運送法
条により不
知文言を挿入できるので支障はないと考えられること，通の船荷証券の
中で記載事項の如何によりその効力に差を設けることの理論的根拠が不明
であること，各国法でも，英国を除き記載事項の如何により差を設けてい
ないこと」が指摘されている32)。
 国際船荷証券における抗弁制限に関する諸問題
（）総説
1992年改正前国際海上物品運送法条は，「船荷証券に事実と異なる記
載がされた場合には，運送人は，その記載につき注意が尽されたことを証
明しなければ，その記載が事実と異なることをもつて善意の船荷証券所持
人に対抗することができない」と規定しており，同条を反対解釈すれば，
「船荷証券に事実と異なる記載がされた場合にも，運送人は，その記載に
つき注意が尽されたことを証明すれば，その記載が事実と異なることをも
つて善意の船荷証券所持人に対抗することができる」ということとなる。
その意味で，すべての記載事項に「一応の証拠力」があることを前提に禁
反言則による対抗力の制限を認めたものという同条に関する一般的な解釈
における「禁反言則による対抗力の制限」は，運送人の無過失責任を導く
抗弁制限ではなかったと考えられ，改正前の国際船荷証券についてそのよ
うな意味での抗弁制限は，一般的には認められていなかったといえる33)。
現行国際船荷証券については，「運送人は，船荷証券の記載が事実と異
なることをもつて善意の船荷証券所持人に対抗することができない」と規
定する国際海上物品運送法条の文理からも前述の改正経緯からも，「一
応の証拠力」を超えた運送人の無過失責任を導く抗弁制限が一定範囲で認
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32) 山下友信「船荷証券の記載の効力」海法会誌復刊36号42頁（1994）。
33) 永井・前掲注23）650頁以下参照。
められることは，ほぼ疑いないであろう34)。もっとも，その無過失責任の
性質，抗弁制限の範囲および証券取得者保護の主観的態様については，問
題が残る。
（）抗弁制限から導かれる無過失責任の性質
国際船荷証券における抗弁制限から導かれる無過失責任を契約締結上の
過失責任と解することは，論理の矛盾であろう。したがって，これは債務
不履行責任と解されることとなるが35)，「（運送契約に関する損害賠償責任
を規定する──筆者）商法577条等の規定が責任発生原因規定であると解
するのであれば，過失は要件となる」と解されていることから36)，その無
過失責任に関する発生原因規定は，国際海上物品運送契約に関する損害賠
償責任を規定する国際海上物品運送法条以外の規定に求めざるをえない。
そのように解する場合には，さらに「証券の記載に従って決定される債務
（設権的なものにしろ，非設権的なものにしろ）の性質は，運送契約また
は倉庫寄託契約であると解していることとの関係」および「国際海上物品
運送法法条などが，いかなる根拠によって責任発生原因規定と解しうる
かについての十分な理由づけ」が問われるが37)，これらの問題は，にお
いて国際船荷証券の性質を考察する際に自ずと明らかとなろう。
（）抗弁制限の範囲
国際海上物品運送法条については，「68年議定書条項の規定と異
なる内容を定めたものではないと考えられるので，改正法条の規定の解
54
34) 菊池洋一『改正国際海上物品運送法』60頁以下（商事法務研究会，1992），山
下・前掲注32）44頁参照。
35) 戸田修三・中村眞澄編『注解国際海上物品運送法』187頁〔永井和之〕（青林書院，
1997）参照。
36) 落合・前掲注）213頁。
37) 落合・前掲注）214頁。
釈にあたっては，68年議定書によって改正された24年条約条項の規定
の解釈が重要な意味をもってくる」といわれるが38)，前述のようにヘー
グ・ヴィスビー・ルール条項は，「（a）物品の識別のため必要な主要
記号」，「（b）荷送人が書面で通告した包もしくは個品の数，容積または
重量」および「（c）外部から認められる物品の状態」という事項のみに
ついて規制するものである39)。そのため，学説においては，抜取り検査し
かできない通常の運送人に対しこの事項を超えて運送品の種類（国際海
上物品運送法	条項号）についてまで有価証券的抗弁制限による無過
失責任を認めることを疑問とする見解もある40)。しかし，前述のように
1992年改正前の国際船荷証券については，意識的に「債権的効力は，一律
に第条のような効力を生ずる」こととされたのであり，現行国際船荷証
券において上記事項のみについて抗弁制限が認められると解するために
は，例えば商法部会国際海上物品運送法小委員会において検討された乙案
の「運送人は，船荷証券の記載事項のうち，運送品の容積若しくは重量又
は包若しくは個品の数及び運送品の記号並びに外部から認められる運送人
の状態（第	条第項第号及び第号）については，過失の有無を問わ
ず，その記載が事実と異なることをもって善意の船荷証券所持人に対抗す
ることができないものとし，その余の記載事項の効力については，現行ど
おりとする」というようなかたちで改正がなされる必要があったように思
われる。
他方，学説においては，「条約がわざわざ限定的にしか文言性を認めて
いない」事項について文言性を拡大することは条約違反であるとして「国
際上物品運送法における船荷証券の文言的効力の拡大（とりわけ運送品の
種類に関する情報）について，条約との関係で問題がないと言い切れるか
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38) 鴻・前掲注31）頁。
39) この事項は，国際海上物品運送法	条項号・号に規定されている。
40) 江頭・前掲注）299頁注（10）参照。
は，実はそう自明ではない」と述べる見解もある41)。しかし，ヘーグ・ヴ
ィスビー・ルール条項が「わざわざ限定的にしか文言性を認めていな
い」のか否かは，必ずしも客観的に確定できず，それゆえにこそ商法部会
国際海上物品運送法小委員会において激しい意見の対立があったのではな
かろうか。同委員会において前述の甲案が採用された理由──とくに「運
送品の種類の記載に関して実務上の支障が出るのではないかとの指摘に対
しては運送人は国際海上物品運送法
条により不知文言を挿入できるので
支障はないと考えられること」──からすると，現行国際船荷証券に関し
ては，その債権的効力として国際海上物品運送法	条項の記載事項以外
の任意的記載事項を含めたすべての記載事項について抗弁制限が認められ
ると解するのが妥当である42)。
国際船荷証券における運送品の種類について抗弁制限が認められるとい
うことは，少なくとも品違いの場合に抗弁制限が認められることを意味す
るが，「品違いの場合であっても証券所持人からすれば実質的には空券の
場合と等しい場合がいくらもある」こと43)を考慮すると，空券の場合にも
同様に解してよいと解する44)。問題は，運送契約の不存在，無効，取消等
の場合に抗弁制限が認められるか否かであるが，この問題も，において
考察する国際船荷証券の性質に関わってこよう45)。
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41) 藤田友敬「統一条約の受容と国内的変容──国際海上物品運送法を例とし
て──」関俊彦先生古稀記念『変革期の企業法』397頁（商事法務，2011）。
42) 菊池・前掲注34）59頁以下，山下・前掲注32）44頁以下，落合・前掲注）81頁，
戸田・中村編・前掲注35）182頁以下〔永井和之〕，落合誠一ほか編『海法体系』
359頁〔相原隆〕（商事法務，2003），中村眞澄・箱井崇史『海商法』181頁（成文堂，
2010）参照。
43) 落合・前掲注）249頁。
44) 山下・前掲注32）44頁，戸田・中村編・前掲注35）186頁〔永井和之〕参照。反
対，中村・箱井・前掲注42）188頁。
45) 菊池・前掲注34）60頁注（13）は，「運送契約が不存在なり無効の場合などの船
荷証券の効力をどうみるかという問題」について「今回の条の改正はこの議論に
（）運送契約に関する規定から生ずる抗弁
国際船荷証券が発行された場合にも，例えば責任の消滅に関する国際海
上物品運送法14条等の運送契約に関する規定は，原則として適用される46)。
したがって，国際船荷証券が発行された場合にも，運送人は，原則として
これらの規定から生ずる抗弁を主張しうる。
国際海上物品運送法条項は，「運送人は，次の事実があつたこと及
び運送品に関する損害がその事実により通常生ずべきものであることを証
明したときは，前項の規定にかかわらず，前条の責を免かれる。ただし，
同条の注意が尽されたならばその損害を避けることができたにかかわらず，
その注意が尽されなかつたことの証明があつたときは，この限りでない」
と規定し，「海上その他可航水域に特有の危険」（号），「天災」（号），
「戦争，暴動又は内乱」（号），「海賊行為その他これに準ずる行為」（
号），「裁判上の差押，検疫上の制限その他公権力による処分」（号），
「荷送人若しくは運送品の所有者又はその使用する者の行為」（号），「同
盟罷業，怠業，作業所閉鎖その他の争議行為」（	号），「海上における人
命若しくは財産の救助行為又はそのためにする離路若しくはその他の正当
な理由に基く離路」（
号），「運送品の特殊な性質又は隠れた欠陥」（
号），「運送品の荷造又は記号の表示の不完全」（10号），「起重機その他こ
れに準ずる施設の隠れた欠陥」（11号）を列挙するが，同条項は，「前項
の規定は，第条の規定の適用を妨げない」と規定しているため，同条
項号，号，10号に列挙された事由については，運送人は，これらを証
明をしても，抗弁が制限されることとなる47)。
国際海上物品運送における責任の限度について規定する国際海上物品運
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決着をつけるものではなく，この点は，なお，解釈に委ねられている」と述べる。
46) 山下・前掲注32）46頁以下参照。
47) 戸田・中村編・前掲注35）118頁以下〔清河雅孝〕，中村・箱井・前掲注42）256
頁参照。
送法13条も，船荷証券が発行されている場合に原則として適用されると解
されるが，「運送品がコンテナー，パレットその他これらに類する輸送用
器具（以下この項において「コンテナー等」という。）を用いて運送され
る場合における第一項の規定の適用」に関し「コンテナー等の数を包又は
単位の数とみなす」ことについては，「運送品の包若しくは個品の数又は
容積若しくは重量が船荷証券に記載されているとき」が除かれ（項），
「運送品の種類及び価額が，運送の委託の際荷送人により通告され，かつ，
船荷証券が交付されるときは，船荷証券に記載されている場合」（項）
には，国際海上物品運送法13条は，適用されないこととなろう48)。
（） 国際海上物品運送法条の「善意」の意義
国際海上物品運送法条の「善意」の意義については，「文字どおりの
知らないことを意味し，過失ないし重過失を問題にしないでよいかは問題
がないわけではない」といわれ49)，「善意の所持人に重過失が認められる
場合は，保護されない」と解する見解もある50)。
上の問題も，において考察する国際船荷証券の性質に関わってこよう。
 国際船荷証券の要因・無因性と理論的相剋
（）問題の所在
物品証券である倉庫証券に関し，これを要因証券と解することを前提に
空券および品違いの場合の証券発行者の責任について「要件は倉庫営業車
に無過失の証明責任が課された過失責任，効果は証券所持人の信頼利益の
賠償（責任の性質は契約締結上の過失）と解するのが正しい」と述べる見
58
48) 中村・箱井・前掲注42）190頁参照。山下・前掲注32）46頁は，反対か。なお，
戸田・中村編・前掲注35）186頁以下〔永井和之〕参照。
49) 山下・前掲注32）45頁。
50) 戸田・中村編・前掲注35）180頁〔永井〕。
解がある51)。商法上の物品証券に関しては，商法572条等の解釈としても，
この見解を是認する余地は十分に残されていよう52)。しかし，前述のよう
に国際船荷証券に関しては，国際海上物品運送法条の解釈として同法	
条項の記載事項以外の任意的記載事項を含めたすべての記載事項につい
て運送人の無過失債務不履行責任を導く抗弁制限が認められることは，ほ
ぼ疑いないところである。他方，国際船荷証券が発行された場合にも，運
送人は，原則として運送契約に関する規定から生ずる抗弁を主張しうる。
国際船荷証券のすべての記載事項について抗弁制限を認めることは，国
際船荷証券を無因証券と解する場合には問題なく是認されようが，「要因
証券とは，……証券に表彰された権利が証券外の事実によって左右される
証券の意である｣53)ともいわれるようにこれを要因証券と解する場合には
理論的相剋を生ぜしめる。他方，運送人が原則として運送契約に関する規
定から生ずる抗弁を主張しうることは，国際船荷証券を要因証券と解する
場合には問題なく是認されようが，これを無因証券と解する場合には理論
的相剋を生ぜしめる。このように国際船荷証券の債権的効力については，
これを要因証券と解そうが無因証券と解そうが，理論的相剋がつきまとう。
他方，物品証券については，「本来要因証券たるものが権利の流通性を
高める必要から部分的に無因証券化されたもの」と解する見解54)や「現実
に存在する有価証券の中には，典型的な要因証券でも典型的な無因証券で
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51) 江頭・前掲注）377頁注（）。落合・前掲注）255頁以下参照。
52)「今回の改正（1992年国際海上物品運送法改正──筆者）によって，国際海上物
品運送法上の船荷証券の効力と商法上の船荷証券の効力とは，ほとんど差がなくな
ったといえる」（菊池・前掲注34）61頁），「商法の適用がある船荷証券（いわゆる
内航船の場合）との証券記載の効力の相違は，改正法条のもとでは解消した」
（落合・前掲注）81頁）という見方もあるが，「改正条は，商法以上に文言性が
強化され」たという見方（山下・前掲注32）41頁）が正鵠を射るものと考える。
53) 大橋・前掲注）283頁。
54) 鈴木・前田・前掲注）23頁。同旨，藤原・前掲注）161頁，前田・前掲注）
77頁。
もなく，中間的なものがあ」り，「貨物引換証・倉庫証券・船荷証券のよ
うな引渡証券はかかる中間的なものであ」ると解する見解55)も有力である
が，これらの見解によると，物品証券の要因性と無因性の妥当範囲を明確
に確定しえないという問題が生ずる。すなわち，これらの見解によると，
例えば運送契約の不存在，無効，取消等の場合にその要因性の効果が及ぶ
のかその無因性の効果が及ぶのかを明確に確定しえなくなるが，その原因
は，要因性と無因性とが対立概念であるからにほかならない。その意味で，
筆者は，物品証券の債権的効力については，物品証券が要因証券であるか
無因証券であるかを一応明確にした上で，それぞれの理論的相剋を克服す
ることが妥当と考える。
（）国際船荷証券を要因証券と解する場合における理論的相剋
国際船荷証券を要因証券と解する場合には，国際海上物品運送法	条
項の記載事項以外の任意的記載事項を含めたすべての記載事項さらには空
券の場合について抗弁制限を認めることに関する理論的相剋を克服するこ
とが課題となる。
物品証券を要因証券と解する見解の多くは，物品証券の要因性の意味を
証券に原因の記載を要すると解する証券権利説を採用するが56)，国際船荷
証券に関しても同様であろう57)。しかし，証券権利説における要因性の理
解は，有価証券法における一般的な要因性の理解とかけ離れており，有価
証券法の体系を破壊するものとして是認しえない58)。さらに証券権利説自
体は，物品証券において抗弁制限を認める理論的根拠を積極的に提示する
60
55) 平出・前掲注）544頁。
56) 竹田・前掲注）459頁以下，田中・前掲注）401頁，大隅・前掲注）156頁
以下参照。
57) 山下・前掲注32）44頁参照。
58) 永井・前掲注23）662頁，新里・前掲注11）158頁参照。
ものではない。また，物品証券に関する文言性を禁反言則により説明する
見解も有力であるが59)，禁反言則による対抗力の制限は，1992年改正前国
際海上物品運送法条の解釈として運送人等の無過失責任を導く抗弁制限
ではないと考えられていたのであり，現行国際海上物品運送法条の解釈
として国際船荷証券に関する文言性を禁反言則により説明することは適切
でない60)。
船荷証券を要因証券と解することを前提に自己の立場を「船荷証券の文
言的効力の基礎を法定の抗弁制限に求める立場」と規定する見解は，「法
定の抗弁」を「法が特に，いわば政策として，善意取得者保護のために設
けた技術的な抗弁制限」と解し，その態様は「立法者の立法政策的価値判
断」により決定され，その範囲は「具体的な法規の解釈の問題に属し，そ
の解釈は，立法者制限意図の探求を通じて，合目的的客観的になされなけ
ればならない」と述べる61)。この見解によると，国際船荷証券に関する上
の理論的相剋の克服は，「立法者の立法政策的価値判断」に委ねられるこ
ととなろう。仮に国際船荷証券の債権的効力に関するすべての問題につい
て「立法者の立法政策的価値判断」が明確であれば，それで構わないと考
えられる。しかし，少なくとも国際船荷証券の原因関係である運送契約の
不存在，無効，取消等の場合に抗弁制限を認めるか否かという問題に関す
る「立法者の立法政策的価値判断」は明確ではない62)。
最近においては，船荷証券を設権・要因証券と解してその文言性（抗弁
制限）の理論的根拠を権利外観理論に求める見解が主張されている63)。手
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59) 戸田ほか・前掲注11）155頁〔小島〕，西原寛一『商行為法』321頁（有斐閣，
1960），菅原菊志「貨物引換証の要因性と文言性」ジュリ300号221頁（1964），中村
眞澄『海商法』169頁以下（成文堂，1990）参照。
60) 山下・前掲注32）43頁参照。
61) 谷川・前掲注14）63頁以下。同旨，中村・箱井・前掲注42）186頁。
62) 山下・前掲注32）46頁は，「詐欺・錯誤等の運送契約の瑕疵についても所持人に
対抗しうるように思われるが，あるいはこの点は検討の余地があろう」と述べる。
形法における権利外観理論は，手形債務を負担したような外観を有責的に
作り出した者はその外観を重過失なく信頼した者に対して手形小切手債務
を負担しなければならないというものであり，物品証券における権利外観
理論も，これと別異に解する理由はないと考えられる。この見解が国際船
荷証券を要因証券と解する場合における上の理論的相剋を克服するために
最も適切であると考える。
なお，物品証券を要因証券と解しつつ，原因契約の不存在，無効，取消
等の場合に抗弁制限を認めることは64)，物品証券を要因証券と解する意味
を失わせることから，妥当でないと考える。
（）国際船荷証券を無因証券と解する場合における理論的相剋
国際船荷証券を無因証券と解する場合には，運送人が原則として運送契
約に関する規定から生ずる抗弁を主張しうることに関する理論的相剋を克
服することが課題となる。
船荷証券を無因証券と解する見解は，「船荷証券の抽象債権説の受けた
る非難は，抽象債権と見るときは，不可抗力に因る貨物の滅失の場合に於
ても，証券債務者は其債務より免れ得ず，……総じて抽象証券債権に付て
は，運送法規定の適用なきに至ることであった。……が，ひとたび船荷証
券債務の本質を顧るならば，それは証券上に於てなさるゝとはいへ，貨物
受取による引渡及び輸送給付の約束である。そのレセプツムによる引渡と
いひ，輸送給付といひ，給付行為の実質に於ては運送契約の運送と異なら
ざるのみならず，また船荷証券に関する規定の商法上の位置から考へても，
船荷証券債務に対し先ず第一に類推適用さるべきものは運送法規定であ
る」と述べている65)。
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63) 新里・前掲注11）168頁参照。
64) 谷川・前掲注14）71頁，浅木・前掲注11）44頁以下参照。
65) 竹井廉「船荷証券の本質」京城法学会論集第
冊『判例と理論』519頁（刀江書
上の見解に対しては，冷淡な反応もあった66)。しかし，その後，民法学
の立場から無因性概念の歴史的形成過程を辿る学説は，無因性の中には原
因関係からの開放とその原因関係たる法律関係が有する特定の Typusか
らの開放とが含まれており，ドイツ民法制定にあたっては「義務負担原因
を表示しない債務約束」と「たんに一般的にしかそれを表示しない債務約
束」との区別が明確に意識されていたと述べ，後者の特殊性を債務者の義
務が一定の関係では法規範によって判断されるという点に求めてこれを
「制限的無因性」という用語で呼び，物品証券の性質を「制限無因」的な
ものと解し，運送契約の無効・消滅等につき抗弁制限を認めたうえで，
「証券上の権利は運送法上・（倉庫）寄託法上の権利を表彰するものである
から──『制限的無因性』──たとえば運送品の過失によらざる滅失（商
577条），運送人・受託人の責任の短期消滅要件の充足（商588，625条），
運送・受託責任の短期消滅時効の完成（商589，566，626条）等，運送
法・倉庫寄託法にもとづく抗弁は，なお『其証書ノ性質ヨリ当然生スル結
果』（民472条）としていかなる所持人に対しても対抗しうる」ものと解し
ている67)。
ドイツに目を転ずると，近年の有力説は，以下のように物品証券に関す
る「無因性」と「非類型性」との区別を強調している。
「表章される権利の運送契約に対する独立性（Selbständigkeit）は，無
因性（Abstraktheit）と呼ばれるべきである。この概念の多義性に混乱し
てはならない。これは内容的な『無色性』（Farblosigkeit）や『非類型性』
（Typuslosigkeit）という意味で使用されてはならず，他の契約に対する独
立性，すなわち，非付従性（Nichtakzessorietät）という意味で使用され
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院，1935）。
66) 大橋・前掲注）320頁。
67) 原島重義「引渡証券のいわゆる『要因性』について」法政25巻〜号301頁以
下（1959）。
るべきである。……したがって，船荷証券と貨物引換証は，表章される権
利が内容と効力において基礎にある運送契約から独立しているという意味
で原則として無因であるが，無因の債務約束のような法的に『無色な』
（farblos）給付ではなく，運送契約の法律的類型によって類型化された給
付が債務化されているという意味では類型的である。この類型性
（Typusbezogenheit）は，決して表章される権利の具体的な運送契約に対
する独立性に通じるものではない。なぜなら，類型的抗弁は，運送契約か
ら生ずる原因債権に対置されうるものであり，他方，表章される権利は，
運送法的性質を有するために運送法上の引渡請求権の法律的な前提と制約
に結合されることから，類型的抗弁は，表章される権利に影響を及ぼすも
のではないからである。すなわち，表章される権利に対置される運送契約
から生ずる抗弁の問題なのではなく，運送法的性質を有する船荷証券又は
貨物引換証それ自体から生ずる抗弁の問題なのである」，と68)。
上のドイツの有力説は，物品証券を無因証券と解しつつ，本来の無因性
に属する「原因関係たる法律関係が有する特定の Typusからの開放」を
「非類型性」として無因性に属さないものと解すると同時に「運送契約の
法律的類型によって類型化された給付が債務化されている」という物品証
券自体の「類型性」を認めるものである。この学説に対しては，「抗弁の
問題において，『無因性』の分裂を招来し，『非類型性』の追加を要請する
が，そのような区別を示す専門用語の形成は疑わしい。なぜなら，それは
単に物品証券における特殊な法的状況を説明するという目的を達成するに
すぎず，私法における統一的かつ明瞭な体系・概念形成の妨げとなるから
である」という批判がある69)。この批判は，必ずしも的外れではあるまい
が，物品証券の債権的効力という難題を解決するためには，多少の概念の
64
68) Canaris, Großkommentar zum HGB, III/2, 3. Aufl. 1978. §363 Anm. 44.
69) Schnauder, Sachenrechtliche und wertpapierrechtliche Wirkungen der kaufmän-
nischen Traditionspapiere, NJW 1991, S. 1645.
修正等をすることはやむをえないところであり，この学説における概念の
修正と追加は，証券権利説における要因性概念の修正ほど著しいものでは
ない。そして，この学説には，物品証券における抗弁制限の範囲を明確に
確定しうるという利点がある。すなわち，この学説によると，物品証券は
無因証券であることから，すべての記載事項についてのほか原因契約の不
存在，無効，取消等の場合について抗弁制限が認められるが，他方，物品
証券は「類型性」を有することから，運送人は原則として運送契約に関す
る規定から生ずる抗弁を主張しうることととなる。この学説が国際船荷証
券を無因証券と解する場合における上の理論的相剋を克服するために最も
適切であると考える。
なお，国際船荷証券を無因証券と解する場合に国際海上物品運送法条
の「善意」について重過失を問題とすることは，妥当でない。
（）小括
国際船荷証券を要因証券と解する場合における理論的相剋を克服するた
めには，船荷証券を設権証券と解して抗弁制限の理論的根拠を権利外観理
論に求めることが最も適切であり，国際船荷証券を無因証券と解する場合
における理論的相剋を克服するためには，本来の無因性に属する「原因関
係たる法律関係が有する特定の Typusからの開放」を「非類型性」とし
て無因性に属さないものと解すると同時に「運送契約の法律的類型によっ
て類型化された給付が債務化されている」という物品証券自体の「類型
性」を認めることが最も適切なものといえる。
	 おわりに
物品証券の債権的効力としての文言性とその記載事項に関する抗弁制限
とは，本質的に同じものに関する異なる表現であり，互いに理論的な根拠
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ないし基礎となりうるものではない。また，物品証券を無因証券と解する
場合，それが設権証券であることは当然の前提となるが，物品証券を要因
証券と解する場合にも，これを設権証券と解する余地はある。
国際船荷証券に関しては，国際海上物品運送法の改正経緯から，その債
権的効力として国際海上物品運送法	条項の記載事項以外の任意的記載
事項を含めたすべての記載事項について運送人等の無過失債務不履行責任
を導く抗弁制限が認められると解される。他方，国際船荷証券が発行され
た場合にも，運送人は，原則として運送契約に関する規定から生ずる抗弁
を主張しうる。
国際船荷証券の債権的効力については，これを要因証券と解そうが無因
証券と解そうが，多少の理論的相剋がつきまとう。国際船荷証券を要因証
券と解する場合における理論的相剋を克服するためには，船荷証券を設権
証券と解して抗弁制限の理論的根拠を権利外観理論に求めることが最も適
切であり，国際船荷証券を無因証券と解する場合における理論的相剋を克
服するためには，本来の無因性に属する「原因関係たる法律関係が有する
特定の Typusからの開放」を「非類型性」として無因性に属さないもの
と解すると同時に「運送契約の法律的類型によって類型化された給付が債
務化されている」という物品証券自体の「類型性」を認めることが最も適
切である。
それでは，上のつの考えのいずれが妥当であろうか。上のつの考え
において結論を異にする点は，①運送契約の不存在，無効，取消等の場合
について抗弁制限を認めるか否か，②国際海上物品運送法条の「善意」
について重過失を問題とするかという点である。これらの点は，直ちに
決しがたいが，あえて結論を出すとすれば，1992年国際海上物品運送法改
正により国際船荷証券の流通証券としての性格が明確にされたことを重視
し，運送契約の不存在，無効，取消等の場合について抗弁制限を認め，国
際海上物品運送法条の「善意」について重過失を問題とせず，国際船荷
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証券を無因証券と解することが妥当といえようか。
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